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日米地位協定は、締結以来 60年以上改定されておらず様々な問題が生

じていることから、当協議会は、日米地位協定の改定を繰り返し求めてき

ました。 

そうした中、令和６年 10 月以降、日米地位協定の改定を含む「アジア

における安全保障の在り方」について国内で検討が進められてきたと承

知しています。日米地位協定は、次に述べるように多くの課題を抱えてお

り、現政権におかれても、日米地位協定の改定に向けた取組を着実に進め

ることが重要です。 

まず、我が国の法令は在日米軍の活動に原則として適用されないとい

う課題があります。航空法の最低安全高度に関する規定や、水質汚濁防止

法等の環境法令など、基地周辺の方々の生活に大きな影響を与える可能

性が高い事項については、日米地位協定を改定し、国内法令を適用するこ

とが不可欠です。 

また、最近の安全保障環境の変化等により、米軍による民間港湾や空港

の使用といった新たな課題が生じているほか、基地の外での銃の携行や

交通違反に関する処分の状況など、住民の方々に不安を与えかねない事

例も明らかになっており、それらが国内法令の適用外だとしても、国内法

令の趣旨を尊重した運用に改められるべきです。 

そこで、日米両国政府が連携し、次の措置を早急に講じるよう強く求め

ます。 

 



１ 日米地位協定の改定に向けた取組については、決して後退すること

なく、着実かつ継続的に推進すること。 

 

２ 環境法令、航空法など、国民の生活に大きな影響を与える分野につい

ては、米軍の活動に国内法令を適用すること。 

 

３ 国内法令が適用されない場合にあっても、国内法令の趣旨を尊重し

た運用を行うとともに、運用の実態を公表し、また地元地方公共団体へ

の適時適切な情報提供をすること。 

 

４ 上記にかかる米側との協議にあたっては、地元地方公共団体の意見

を聴取すること。 

  特に、日米間の協議に地元地方公共団体が加わる枠組みを設けるこ

と。 

 


